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１．はじめに 

住宅ストックの質は、構造、建て方、建設年代ごとに

異なると考えられ、その構成が今後どの様に推移するか

を把握することは、今後の住宅施策を立案する上で重要

である。建築基準法における耐震基準の改正や、省エネ

法における省エネ基準の改正は、その前後に建てられた

住宅の質を変化させたと考えられ、既存の住宅ストック

の質をある程度推し量る判断材料になると考えられる。

また、住宅の築年数はそのストックとしての価値を判断

する上で、善し悪しに関わらず重要な指標として現に扱

われている。 

本研究では、既報 1)による住宅ストックの将来推計の結

果に基づき、今後住宅ストックの構成が築年数に主眼を

置いた際にどの様に変化するかを視覚的に示す。このこ

とにより、例えば人口構成を属性ごとに視覚的に見える

化・共有する手法である「年齢別人口構成図（人口ピラ

ミッド）」のように表現することで、今度の住宅ストック

の活用方策を計画する上で、基礎的な判断指標を整備す

ることを目的とする。 

２．分析の方法 

１）住宅ストックの将来推計の概要 

 既報の住宅ストックの将来推計の結果を用いることと

した。住宅ストックの将来推計の概要としては、建設年

代、構造、建て方別の住戸数を、昭和 43 年～平成 20 年

（９回）の住宅・土地統計調査住宅・土地統計調査 2)より

抽出し、これを時系列にプロットすることで、各コーホ

ートにおける総住宅数の変化を把握した。その結果から、

最も当てはまりの良い(1)式の A 及び B を最小二乗法によ

り回帰し、住宅滅失のトレンドとする。 

𝑦 = 𝐴 ∗ 𝑒𝐵∗𝑥                (1) 

このようにして得た住宅滅失トレンドを外挿すること

により、各コーホートの住宅ストック数を推計する。 

 さらに、2001 年以降の住宅ストックの滅失については、

既往研究 3)に示される 2005年時の区間残存率を用いるこ

ととする。なお、2001年以降の住宅滅失の傾向は変化し

ないこととして推計を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）築年数に基づく構造、建て方別の集計 

 上記の１）による推計結果から、築年数別に構造、建

て方別の住宅ストック構成を求める。ここでは、2030 年

における住宅ストック構成を全国及び 47 都道府県につい

て求めている。 

 上述の住宅ストック推計の結果から、当該年における

築年数を建設年より求め、構造、建て方別に集計してい

る。ここで、住宅ストックの推計では 2000 年以前のもの

は建設年代を 10 年単位で集計しており、当該建設年代区

間の構造、建て方別の全住宅数を 10 等分した値を各建設

年に置き換えて集計している。「～1960 年」の建設年代区

分においては、1960 年以前の全ての建物が含まれるが、

ここでは 1945 年～1960 年の 15 年を集計の単位とし、当

該建設年代区分の構造、建て方別の全住宅数を 15 等分し

た値を各建設年に置き換えて集計している。また、2001

年以降の建設年代のものは 1 年単位で推計しているため、

そのまま築年数に置き換えて集計している。 

３．築年数別住宅ストック構成の傾向 

１）全国 

2030 年における築年数別住宅ストック構成をみると、

中央が膨らんだひし形のような形状をしており、新設住

宅着工戸数の減少の影響がみられる。構造別にみると木

造が約 3,300 万戸、非木造が約 2,800 万戸であり、木造住

宅が多い。築年数でみると、木造住宅が築 40 年～49 年が

最も多いのに対して、非木造では築 29 年が最も多い。ま

図１ 住宅ストックの滅失トレンドの例

図２ 住宅ストックの将来推計の例（全国）

図１ 住宅ストックの滅失トレンドの例
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た、築 50 年以上の住宅をみると、木造では約 800 万戸、

非木造では約 400 万戸であり、それぞれ全体の 13％及び

7％を占めている。2030 年において築 50 年以上というこ

とは、1980 年以前に建設されたものであり、現行基準に

適合しないものが相当数含まれていると考えられる。 

２）大都市型 

 首都圏、中京圏及び近畿圏の中核をなす都市を含む都

府県（東京都、愛知県、大阪府）では、非木造の住宅ス

トックが占める割合が全国と比較して高く、木造の新設

住宅着工戸数に増加傾向がみられる。また、このような

都府県では比較的早い時期から非木造の共同住宅が建設

されているため、2030 年において築 50 年以上の非木造共

同建ての住宅ストックが多く残存している。 

３）地方中核都市型 

 上記の大都市を除く、各地方の中核をなす政令指定都

市等を抱える道府県においては、１）の全国と類似の傾

向がみられ、非木造と比較して木造の住宅ストック数が

やや多く、新設住宅着工戸数の減少がみられる。一例と

して、北海道及び神奈川県の図を示す。 

４）地方都市型 

上記の２）及び３）を除く多くの県においては、非木

造の住宅ストックが非常に少なく、木造の占める割合が

高い。また、新設住宅着工戸数の減少が顕著な県が多く、

2030 年において築 40 年～49 年を頂点とした弓型となる

傾向がみられる。一例として、山形県の図を示す。 

５）その他 

 上記の特徴に当てはまらないいくつかの県の例を以下

に挙げる。 

兵庫県は、2030 年において築 30 年～39 年の非木造共

同建ての住宅ストックが突出しているが、これは 1995 年

の阪神・淡路大震災で被害を受けた建物の建て替えが大

量に行われた結果を反映している。 

 沖縄県は他の都道府県と比べて明らかに非木造の住宅

ストックが多く、着工戸数も増加傾向にある。 

４．まとめ 

 本報では、住宅ストックの将来推計の結果に基づき構

造及び建て方別の築年数構成を、人口ピラミッドを模し

て視覚的に表現することで全国及び各都道府県の 2030 年

における傾向について考察を行った。その結果、各都道

府県を構成する都市の規模等によって住宅ストックを構

成する構造、建て方及び築年数の構成に差異がみられ、

都道府県ごとに住宅ストックの偏りが生じることが示唆

された。 

 

 

 今後は、例えば市町村単位等のより詳細な範囲で住宅

ストックの変化の傾向を分析し、老朽ストック対策や人

口構成の変化に応じた住宅ストック活用の検討を行うこ

とが重要である。 
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